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中小企業
の皆様へ

鹿児島働き方改革推進支援センター
のサポート事例

鹿児島働き方推進支援センターの専門家(社会保険労務士)が
個別訪問支援(コンサルティング)を実施しました鹿児島県内
の事業所の事例を紹介します。専門家の視点で紹介してお
ります。ぜひご気軽にご利用ください。

働き方改革に取り組むに当たり、
以下の対応はお済ですか

有給休暇の５日取得 時間外労働の上限規制 同一労働同一賃金

◆「働き方改革推進支援センター」は、就業規則の作成方法、賃
金規定の見直し、労働関係助成金の活用など『働き方改革』に
関連するよう様なご相談に対応し、支援することを目的として
全国47都道府県に設置されています。

◆相談はすべて無料です。
◆忙しくて相談に行く暇がない…そんな場合でも大丈夫！
◆専門家である社会保険労務士が事業所に訪問し、労務管理上の
疑問点をお聞きし、最大３回まで支援を行っています。



同一労働同一賃金について
■業種：運送業
■事業規模：100名
■センター利用の契機：無料で社会保険
労務士の訪問の利用ができることを人づ
てに聞いた。
■問題点：社員区分別によるバラバラな賃金形態
■指導内容：同一労働同一賃金について、どのような取り
組みをしたらいいのかとの相談を受けたところであり、一
言に同一労働同一賃金といっても幅が広く、その意味や何
をどのようにして取り組み解決していくのか悩んでおられ
た。
社員区分が正社員、契約社員、パート従業員、派遣社員
など多様に分かれており、給与体系もそれぞれ別々になっ
ており複雑に規定されていたため、統一的でシンプルな給
与体系へ見直しをするよう提案した。
まず給与規定を見直し、次に就業規則や雇用契約書の見
直し行うことになり、これをきっかけにして、今後、仕事
の棚卸と業務改善、人員配置の見直し、荷主様との契約の
改定など全社的な改善への取り組みもすることになった。
■改善状況：現在、会社は賃金制度の見直しの途中。
見直し後、賃金規程や就業規則の改定を行う。また、こ
れを機に、社員に対して働きやすい環境の整備、交通事故
の減少、業務改善やサービス改善を通じて荷主様には信頼
をもってもらえる会社づくりを今後進めて行きたいと前向
きに捉えておられた。

助成金を活用したICカード機器導入と
労働時間見直しを契機とした休日数
増加に成功
■業種：情報通信業
■事業規模：約５０名
■センター利用の契機：セミナー参加から個別訪問依
頼を受けた
■指導内容：これまで事業所の出退勤は出勤簿に押印
で管理していた。改正安全衛生法により労働時間の状
況把握が求められるが、法改正に対応するため助成金
を活用したICカードによる出退勤管理機器の導入を提
案した。働き方改革推進支援助成金を活用したが、当
該助成金の成果目標や実施計画を達成するため、労働
時間の見直しにも着手した。
■改善状況：具体的にはこれまで時間外については一
定時間数までの固定残業制としていたが、それをなく
し事前の許可制とした。事前の許可制を徹底すること
で業務の優先順位や廃止するものもあり実労働時間の
短縮効果が見込めた。また労働時間見直しを契機に１
年変形制を活用し年間休日数を増加させることにも成
功した。

変形労働時間制の運用と勤怠管理と
給与計算の業務効率化
■業種：製造業
■事業規模：約５０名
■センター利用の契機：セミナー参加から個別訪問依頼
■問題点：取引先からの注文内容（納期、注文数、仕様
等）変更にも柔軟に対応できる労務管理はないかと相談。
■指導内容：
①１年単位の変形労働時間制を採用しているが、対象期間
を１年間としていた。担当者に話を伺うと概ね2-3ヶ月先
位の注文についてはある程度予測可能とのことであったの
で、対象期間を3ヶ月とした１年単位の変形労働時間制と
することを提案。また、１ヶ月単位の変形労働時間制につ
いても説明し、併せて採用を検討を提案。
②勤怠管理はタイムカードにより行っているが、型式が古
いため手書き修正し、給与計算はエクセル管理の状況。各
種補助金や助成金を活用し勤怠システムとそれに連動した
給与システムを導入する業務効率化を提案。
■改善状況：「変形労働時間制の運用について知らないこ
とがあったので取り入れてみたい。勤怠と給与のシステム
化については以前から気になっていたので、変形の新しい
やり方と同時に採用するよう検討したい」との感想を頂い
た。

仕事と介護の両立の支援
■業種：介護事業所
■事業規模：40名程度
■センター利用の契機：無料で社
会保険労務士の訪問の利用ができ
ることを人づてに聞いた。
■問題点：夫の介護を抱えた従業員がいて悩んでおり、
離職に繋がる恐れもある。介護を抱えた従業員の仕事
と介護の両立の支援をしたいが、法律(介護休業や介
護休暇の違い等)がよくわからない。
■指導内容：育児介護休業法で決まった休業等を整理
して説明をした。①介護休業は、合計93日（3回）取
得でき、その期間は、公的な給料補填として介護休業
給付金が支給される②介護休暇は年5日（時間単位
可）③その他に会社に課せられた所定労働時間の短縮
措置等を説明した。介護は何年かかるかわからないの
でこのような制度や介護保険(ヘルパー等)の組み合わ
せ、介護の状況や進行度に合わせて労働者と会社で仕
事と介護の両立を考えていくことが必要。
■改善状況、事業場の感想
会社も従業員も育児介護休業法に定められた仕事と介
護の両立のための休業や休暇制度等が理解できた。従
業員は、介護は⻑期間にわたることもあるので、介護
保険（ヘルパー等他人の手）も併用して、仕事と両立
していこうという意欲が出た。会社は、介護休業1号
のロールモデルとして仕事と介護の両立をバックアッ
プして、有能な従業員を失わないという会社の方針を
確立し、今後も介護に直面した従業員がいれば支援し
ていくとの事であった。



建設業における一年単位の変形
労働時間制の導入
■業種：建設業
■事業規模：７名
■センター利用の契機：ハローワ
ークからの紹介
■問題点：労働時間の取扱いや届出関係について理解
を深めたいということでした。
■指導内容：
変形労働時間制に関しては、１年単位の変形労働時
間制が多くの企業で採用されていることから、就業規
則にも規定を盛り込み、労使協定を交わしてから、協
定届を管轄の労働基準監督署に提出する必要がある。
３６協定届も一緒に提出することも大事であることを
説明した。
作成支援ツール（３６協定、１年単位の変形労働時
間制に関する書面）がネット上に公開されており、そ
れを利用して作成されるよう提案した。
■改善状況 事業場の感想：
実際に、作成支援ツールを利用して上記一連の書類
を作成され、項目に従い、入力していくだけで割と簡
単に作成できることを知り、喜んで頂けた。
さらに、就業規則の重要性もよく理解されたうえで、
大分前に作成していた就業規則の改定にも取り組んで
いかれた。厚生労働省のモデル就業規則を呈示しなが
ら、重要なポイントについて説明すると、その次に訪
問した際には、ある程度出来上がっていて、働き方改
革に熱心に取り組んでいるという印象を受けた。

同一労働同一賃金による手当の見直し
■業種：団体(公益財団法人)

■事業規模：30名
■問題点：現在、職員・嘱託社員・パートタイマーが
勤務しているが、同一労働同一賃金について、どのよ
うに対処したら良いか解決方法を知りたい。との相談
である。
就業規則の賃金体系は、旧態依然としており本来な

らば根本的に見直しをするべきではあるが、現実的に
先ずは、非正規雇用の待遇改善が急務であった。
■指導内容：各手当の改善は優先順位をつけて順番に
解決することを勧める。通勤手当と賞与から始めるこ
とと、その算出方法も、職員の待遇と合わせて再考す
ることを提案した。さらに今後現在の手当を含めた賃
金体制の在り方と各手当それぞれが本当に必要なもの
なのか検討するよう促した。就業規則の見直しも併せ
てアドバイスした。

ハローワーク求人時における労働時間
設定と36協定・就業規則の届出
■業種：電気設備工事業
■事業規模：13名
■センター利用の契機：
ハローワークに求人の申込みをしたと
ころ、労働時間の設定（週所定労働時間40時間以内の
設定等）を適正化するよう指導を受けた。労働基準監
督署に相談する中でセンターを紹介され、専門家の訪
問相談を依頼した。
■指導内容：
最近の人手不足の影響もあり、現場作業員の時間外

労働が恒常化していることを含め、変形労働時間制や
36協定届出等について正しい知識の説明をした。労働
時間の適正な設定方法（1カ月単位の変形労働時間制の
採用）や働き方改革関連法（時間外労働の上限規制
等）の理解、また36協定の届出や就業規則の変更に対
応できるようになった。
■改善状況、事業場の感想等：
求人時の労働条件設定などに自信が持て、今後の必

要な届出や働き方改革関連法対応のきめ細かなアドバ
イスも生かすことにしたい。

パートタイム労働者等の同一労働
同一賃金の対応方針を固める
■業種：食品加工卸業
■事業規模：約110名
■センター利用の契機：
働き方改革関連法対応セミナーに参加した際、セン

ター派遣の講師の説明を受け、同一労働同一賃金の具
体的対応を検討したいと思い依頼した。
■指導内容：
パートタイム労働者の割合も高く、早目の対応が必

要と思われたため、同一労働同一賃金の詳細とガイド
ラインの説明を受けたとのことであり、 厚生労働省
の取組手順書（パンフレット）により、雇用形態別の
区分を確認しながら、現状の具体的な手当や賞与、福
利厚生等の待遇の違いを担当者に面談しながら整理し
た。さらに、各手当等の支給基準や違いを設けている
理由を書き出し、今後の対応方針を固める基礎となっ
た。
■改善状況、事業場の感想等：
各待遇（通勤手当、その他の手当、賞与等）の違い

を見える化できたため、同一労働同一賃金の対応を進
める基礎資料として今後活用することとなった。
また、基本給に関しては職務内容の把握が十分でな

い課題が見えたため、将来的な賃金制度全体の見直し
も視野に入れた検討に生かしたいとのことであった。



建設現場への移動時間の見直し
■業種：建設業（左官）
■事業規模：8名
■利用契機：センター紹介リーフレット
■問題点：現場が遠方にあるときに、２台の
車に乗り合って現場に行き、帰りも集団で会社に戻って
きて、それから翌日の準備、片づけをしていた。この現
場から帰ってくる時間も 労働時間に含まれることを知
らなかった。そのため労務管理の視点からは⻑時間労働
に該当していた。更に、その超過時間に対して割増賃金
を払っていなかった。
■指導内容：移動中であっても会社からの指揮命令下に
ある時間は、具体的な作業をしていなくても労働時間に
該当するという判例を紹介。また、１台の車で現地に向
かう場合は、会社の指揮命令ではなく、各社員が交通費
等の費用負担を削減するためにカーシェアしている場合
は、労働時間に該当しないという判例も紹介。
そこで、『翌日以降の準備をする担当者は現場から早
く帰社し所定の労働時間内に翌日以降の準備を完了させ
られるようにスケジュールを見直し、カーシェアで現場
に向かうことを会社は命令してはならず、翌日以降の作
業についての打合せは、現地で完了させることを習慣化
すること。労働者が直行直帰することを認めること。』
を提案。
■改善状況：現地に直行直帰することができるように
なったので、現場次第ではあるが移動時間を短縮できる
ようになり、休息時間が増えた労働者が増えた。また、
指揮拘束下にある労働時間が減ることによって、週４０
時間の労働時間を超えることがあまりなくなった。

同一労働同一賃金への対応
■業種：製造業
■規模：１６０名（うち非正規９０名）
■センター利用の契機：同一労働同一
賃金関連のセミナー後の個別相談から
■指導内容：同一労働同一賃金に関しての仔細内容とガ
イドラインと厚生労働省の取組み手順書の具体的な進め
方について説明をした。諸手当の設定の考え方、必要性
について、従業員代表等との意見交換を行い再整理する
こと、更には業務分析することが必要と助言。
現状を確認し、正社員とそうでない従業員との職務内

容の明確化を行い社員の自覚を促すことが必要。それに
連動し人事評価制度、給与規定の見直しを勧奨した。
■改善状況：上記指導内容について、従業員代表に説明
し、企業としての考え方を整理し、社⻑を先頭に、これ
をいい機会と捉えて、人事制度及び賃金制度の見直しを
行っていく旨表明し、協力を求めた。

仕事と出産・育児の両立支援
■業種：住宅販売業
■事業規模：8名
■センター利用の契機：従業員の社員が出産す
ることとなり、出産に関わる制度が複雑な部分
や、出産後の職場復帰に関する部分で、当人が
不安に感じている中で、更に企業の対応をきちんと行
うことで受給できる助成金があるという話も耳にし、
それらの話を会社に訪問し、企業担当及び出産する当
人を含めて説明を行う制度が無料で活用できることを、
事業主が人づてで知ったことによる。
■指導内容：出産関係の健康保険上の制度・雇用保険
上の制度及び企業の義務や労働者の権利等について説
明を行い、産前の引継ぎや育児休業中の情報提供及び
復帰に関する制度を整備し適正に実行されていれば、
両立支援助成金を活用できる場合があることを案内し
た。

年次有給休暇取得にかかる職場環
境づくり
■業種：自動車整備販売業
■事業規模：約20名
■センター利用の契機：働き方改革に対して、独自に
取り組みを行っていたが、働き方改革セミナーを受講
した際に、個別相談が受けられることを知り、セン
ターに相談の依頼を行った。
■問題点：部署ごとに人員が分かれているため、ひと
つの部署では数名単位の業務となっている。有給休暇
取得義務化を受けて、対応を行っているが、休んだ分
のカバーをできるものがいないため、部署によって困
難な状態になっている。また事業拡大に伴う人事制度
において、現状に対する助言が欲しい。
■指導内容：有給取得促進のため、一⻫休業日の設定
や半日単位取得の対応により対処しながら、ジョブ
ローテーションによる技能のマルチタスク化や、部署
間の業務内容の相互把握による業務の効率化により、
休日が取得しやすい環境づくりを提案した。また、少
人数における目標管理制度や評価制度等の対応や留意
点の説明を行った。

事業所内で実施する職員研修
（ハラスメント防止等)の講師と
して専門家(社会保険労務士)を派
遣することもできます。 無料


